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規 則

水産業協同組合法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年９月１５日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第７７号

水産業協同組合法施行細則の一部を改正する規則
水産業協同組合法施行細則（昭和４７年北海道規則第１１４号）の一部を次のように改正する。
第３条第１項中「（第１００条の６において準用する場合を除く。）及び漁業協同組合等の
信用事業に関する命令」を「、水産業協同組合法施行規則（平成２０年農林水産省令第１０号。
以下「省令」という。）及び漁業協同組合等の信用事業等に関する命令」に改め、「知事の
権限」の次に「（共済水産業協同組合連合会に係るものを除く。）」を加え、「第６号」を
「第５号」に改める。
第３条の５中「この規定を」を「法第９２条第１項において読み替えて」に改める。
第３条の６第１項中「規定を」の次に「法第９２条第１項、第９６条第１項及び第１００条第１
項において読み替えて」を加え、同条第２項中「この規定を」を「法第９２条第１項、第９６条
第１項及び第１００条第１項において」に改める。

第３条の８中「この規定を」を「法第９２条第１項、第９６条第１項及び第１００条第１項にお
いて読み替えて」に改め、同条第３号中「第１１条第８項」を「第１１条第９項」に改める。
第３条の９中「第１１条の８第１項ただし書又は同条第２項後段において準用する同条第１
号ただし書（これらの規定を」を「第１１条の１１第１項ただし書（同条第２項後段において準
用する場合を含む。）（これらの規定を法第９２条第１項、第９６条第１項及び第１００条第１項
において読み替えて」に改める。
第３条の１０中「第１１条の９ただし書（この規定を」を「第１１条の１２ただし書（法第９２条第
１項、第９６条第１項、第１００条第１項及び第１００条の８第１項において」に改める。
第３条の１１中「第１５条の２（この規定を」を「第１５条の２第１項又は第２項（これらの規
定を法第９６条第１項及び第１００条の８第１項において読み替えて」に改める。
第３条の１２を次のように改める。
第１３条の１２ 削除
第３条の１３の見出しを「（基準議決権数を超える議決権の取得等の承認申請書）」に改め、
同条中「第１７条の３第２項ただし書（この規定を」を「第１７条の１５第２項ただし書（法第８７
条の４第２項（法第１００条第１項において準用する場合を含む。）、第９６条第１項及び第１００
条の４第２項において」に、「基準株式数等を超えて株式等」を「基準議決権数を超えて議
決権」に改める。
第３条の１４中「この規定を」を「法第９２条第３項、第９６条第３項及び第１００条第３項にお
いて」に改める。
第４条第１項及び第４項中「この規定を」を「法第８６条第２項、第９２条第３項、第９６条第
３項、第１００条第３項及び第１００条の８第３項において」に改める。
第４条の２第１項中「この規定を」を「法第９２条第３項、第９６条第３項及び第１００条第３
項において」に改める。
第４条の３中「この規定を」を「法第９６条第３項において」に改める。
第４条の４中「命令第４６条第４項」を「省令第２０５条第７項」に改める。
第４条の５第１項中「第５１条第３項」を「第５１条第１項」に改める。
第５条第１項中「この規定を」を「法第８６条第３項、第９２条第４項、第９６条第４項、第

１００条第４項及び第１００条の８第４項において」に改める。
第６条第１項中「又は法第９１条の２第２項（これらの規定を」を「（法第８６条第４項、第

９６条第５項及び第１００条の８第５項において準用する場合を含む。）又は法第９１条第２項
（法第１００条第５項において」に改め、同条第２項中「又は法第９１条の２第５項（これらの
規定を」を「（法第８６条第４項、第９６条第５項及び第１００条の８第５項において準用する場
合を含む。）又は法第９１条第５項（法第１００条第５項において」に改める。
第７条中「この規定を」を「法第８６条第４項、第９２条第５項、第９６条第５項、第１００条第
５項及び第１００条の８第５項において」に改め、同条の次に次の１条を加える。
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（子会社対象会社等を子会社とすることの認可申請書等）
第７条の２ 法第８７条の３第４項（同条第６項において準用する場合を含む。）（これらの
規定を法第１００条第１項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定により子会社
対象会社又は認可対象会社を子会社とすることの認可の申請をする場合は、別記第９号様
式の２の申請書によらなければならない。
２ 法第８７条の３第５項ただし書（法第１００条第１項及び第１００条の３第７項において準用す
る場合を含む。）の規定により引き続き子会社とすることの認可の申請をする場合は、別
記第９号様式の３の申請書によらなければならない。
３ 法第１２６条の２の規定により子会社に関する届出をする場合は、別記第９号様式の４の
届出書によらなければならない。
第１１条中「法」を「法、省令」に改め、同条を第１２条とし、第１０条の次に次の１条を加え
る。
（共済代理店及び共済計理人に係る届出）
第１１条 法第１２６条の２第１号の規定により共済代理店の設置又は廃止の届出をする場合は、
別記第１１号様式の届出書によらなければならない。この場合において、当該届出が共済代
理店の設置に係るものであるときは、共済事業の業務の委託に関する契約書案を添付しな
ければならない。
２ 法第１２６条の２第２号の規定により共済計理人の選任の届出をする場合は、別記第１２号
様式の届出書に次に掲げる書面を添付しなければならない。
� 履歴書
� 省令第７３条に規定する要件に該当することを証明する書面
� 共済計理人が２人以上となる場合は、各共済計理人のそれぞれの職務に属する事項を
記載した書面

３ 法第１２６条の２第２号の規定により共済計理人の退任の届出をする場合は、別記第１３号
様式の届出書に次に掲げる書類を添付しなければならない。
� 理由書
� 当該共済計理人の退任後においても共済計理人が２人以上となる場合は、各共済計理
人のそれぞれの職務に属する事項を記載した書面
別記第１号様式の４中「第９２条第１項において」の次に「読み替えて」を加える。
別記第１号様式の５中「第１００条第１項において」の次に「読み替えて」を加える。
別記第１号様式の７中「漁業協同組合等の信用事業に関する命令」を「漁業協同組合等の
信用事業等に関する命令」に改める。
別記第１号様式の８中「おいて」の次に「読み替えて」を加える。
別記第１号様式の９中「第１００条第１項において」の次に「読み替えて」を加え、「第１１
条の８第１項ただし書」を「第１１条の１１第１項ただし書」に改める。

別記第１号様式の１０中「第１００条第１項」の次に「、第１００条の８第１項」を加え、「第１１
条の９ただし書」を「第１１条の１２ただし書」に改める。
別記第１号様式の１１中「第１００条の６第１項において」を「第１００条の８第１項において読
み替えて」に改める。
別記第１号様式の１２から別記第１号様式の１４までを次のように改める。
別記第１号様式の１２から別記第１号様式の１４まで 削除
別記第１号様式の１５中「基準株式数等を超える株式等の取得等の承認申請書」を「基準議
決権数を超える議決権の取得等の承認申請書」に改め、「第９６条の第１項」の次に「、第
１００条の４第２項」を加え、「第１７条の３第２項ただし書」を「第１７条の１５第２項ただし
書」に、「、基準株式数等」を「、基準議決権数」に、「株式等を」を「議決権を」に改め
る。
別記第１号様式の１７中「第１００条の６第３項」を「第１００条の８第３項」に改める。
別記第１号様式の１７の２中「第１００条の６第５項」を「第１００条の８第５項」に改める。
別記第１号様式の１８中「第１００条の６第３項」を「第１００条の８第３項」に改める。
別記第１号様式の２１中「漁業協同組合等の信用事業に関する命令第４６条第４項」を「水産
業協同組合法施行規則第２０５条第７項」に改める。
別記第１号様式の２２中「漁業協同組合等の信用事業に関する命令第５１条第３項」を「漁業
協同組合等の信用事業等に関する命令第５１条第１項」に改める。
別記第１号様式の２３中「漁業協同組合等の信用事業に関する命令」を「漁業協同組合等の
信用事業等に関する命令」に改める。
別記第２号様式中「第１００条の６第４項」を「第１００条の８第４項」に改める。
別記第８号様式中「第１００条の６第５項」を「第１００条の８第５項」に、「第９１条の２第２
項」を「第９１条第２項」に改める。
別記第８号様式の２中「第１００条の６第５項」を「第１００条の８第５項」に、「第９１条の２
第５項」を「第９１条第５項」に改める。
別記第９号様式中「第１００条の６第５項」を「第１００条の８第５項」に改め、同様式の次に
次の３様式を加える。
別記第９号様式の２（第７条の２関係）

子会社対象会社等を子会社とすることの認可申請書
年 月 日

北 海 道 知 事 様
（ 支庁長）

申請者住所
組 合 名
代表理事氏名 印
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水産業協同組合法（第１００条第１項において読み替えて準用する）第８７条の３第４項
（第６項において準用する同条第４項）の規定により、次の会社を子会社とすることの認
可を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記
１ 会社の住所・名称
２ 会社の主な業務内容
別記第９号様式の３（第７条の２関係）

引き続き子会社とすることの認可申請書
年 月 日

北 海 道 知 事 様
（ 支庁長）

申請者住所
組 合 名
代表理事氏名 印

水産業協同組合法（第１００条第１項、第１００条の３第７項において準用する）第８７条の３
第５項ただし書の規定により、次の会社を引き続き子会社とすることの認可を受けたいの
で、関係書類を添えて申請します。

記
１ 会社の住所・名称
２ 会社の主な業務内容
別記第９号様式の４（第７条の２関係）

子会社に関する届出書
年 月 日

北 海 道 知 事 様
（ 支庁長）

届出者住所
組 合 名
代表理事氏名 印

次の子会社が水産業協同組合法第１２６条の２に規定する子会社に該当するので、関係書
類を添えて申請します。

記
１ 子会社の住所・名称
２ 子会社の主な業務内容
３ 届出事由
別記第１０号様式中「又は信用事業受託者」を「、信用事業受託者又は共済代理店」に改め、

同様式の次に次の３様式を加える。
別記第１１号様式（第１１条関係）

共済代理店の（設置、廃止）届出書
年 月 日

北 海 道 知 事 様
（ 支庁長）

届出者住所
組 合 名
代表理事氏名 印

次の共済代理店を（設置、廃止）するので、水産業協同組合法第１２６条の２第１号の規
定により届け出ます。

記
代 理 店 名
代 表 者 職 氏 名
代 理 店 の 所 在 地
（設置、廃止）理 由
（設置、廃止）予定日
主 た る 業 務 内 容
別記第１２号様式（第１１条関係）

共済計理人の選任届出書
年 月 日

北 海 道 知 事 様
（ 支庁長）

届出者住所
組 合 名
代表理事氏名 印

次の共済計理人を選任したので、水産業協同組合法第１２６条の２第２号の規定により、
関係書類を添えて届け出ます。

記
共済計理人氏名
別記第１３号様式（第１１条関係）

共済計理人の退任届出書
年 月 日

北 海 道 知 事 様
（ 支庁長）
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届出者住所
組 合 名
代表理事氏名 印

次の共済計理人が退任したので、水産業協同組合法第１２６条の２第２号の規定により、
関係書類を添えて届け出ます。

記
共済計理人氏名
附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。
２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の水産業協同組合法施行細則の規定に基
づいて作成されている用紙がある場合においては、この規則による改正後の水産業協同組
合法施行細則の規定にかかわらず、当分の間、必要な調整をして使用することを妨げない。

告 示

北海道告示第６４３号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、次のとおり土地改良区
の定款の変更を認可した。
平成２１年９月１５日

北海道知事 高 橋 はるみ
認可年月日 土 地 改 良 区 名
平成２１．９．４ 厚真町土地改良区
同 ２１．９．７ 厚沢部土地改良区

北海道告示第６４４号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同法第１８条第１６項の規定に
より、夕張川水系土地改良区連合から、次のとおり役員の退任の届出があった。
平成２１年９月１５日

北海道知事 高 橋 はるみ
退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
平成２１．８．８ 理 事 塚 本 昭 紀 栗山町字北学田５４３番地
同 監 事 大 井 賢 治 同 字御園２５８番地

北海道告示第６４５号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８９条の２第１項の規定により、比布町比布地区の

換地計画を定めた。
その関係書類は、北海道上川支庁に備え置いて、平成２１年９月１６日から２０日間、一般の縦
覧に供する。
なお、この計画については、同条第４項において準用する同法第８７条第６項の規定に基づ
き、縦覧期間満了の日の翌日から起算して１５日以内に北海道知事に異議申立てをすることが
できる。
また、同法第８９条の２第４項において準用する同法第８７条第７項の規定による決定に不服
がある者は、同法第８９条の２第４項において準用する同法第８７条第１０項の規定に基づき、北
海道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の
取消しの訴えを提起することができる。
平成２１年９月１５日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第６４６号

農林水産大臣から、次のように保安林を指定する予定である旨、森林法（昭和２６年法律第
２４９号）第２９条の規定による通知があった。

平成２１年９月１５日
北海道知事 高 橋 はるみ

１� 保安林予定森林の所在場所 夕張市昭和２１の１・２２の１・２２の３（以上３筆につい
て次の図に示す部分に限る。）

� 指 定 の 目 的 水源のかん養
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
昭和２１の１・２２の１（以上２筆について次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

	 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所 歌志内市字上歌３２の１（次の図に示す部分に限る。）
� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
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字上歌３２の１（次の図に示す部分に限る。）
� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

	 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

３� 保安林予定森林の所在場所 赤平市字赤平６９３の１（次の図に示す部分に限る。）
� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
字赤平６９３の１（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

	 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課及び関係市役所に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第６４７号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定を解除する予定である旨、森林法（昭和２６年
法律第２４９号）第２９条の規定による通知があった。
平成２１年９月１５日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 札幌市（国有林。次の図に示す部分に限る。）
２ 保安林として指定された目的 水源のかん養
３ 解 除 の 理 由 道路用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道水産林務部林務局治山課及び札幌市役所に備
え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第６４８号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する。
平成２１年９月１５日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指定施業要件の変更に係る保

安林の所在場所
河東郡上士幌町・上川郡新得町（以上２町について
次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 干害の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
上士幌町・新得町（以上２町について次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

	 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更に係る保
安林の所在場所

足寄郡足寄町（次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 公衆の保健
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道十勝支庁産
業振興部林務課及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

公 表

水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１４条第１項の規定により、次のとおり浸水想定区域を
指定したので、同条第３項の規定により当該区域及び浸水した場合に想定される水深を公表
する。
「次のとおり」は、省略し、これらを表示した図面は、北海道建設部土木局河川課及び次
の閲覧場所に備え置いて閲覧に供する。
平成２１年９月１５日

北海道知事 高 橋 はるみ
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水 系 名 河 川 名 閲 覧 場 所
一級河川石狩川 豊 平 川 北海道札幌土木現業所事業部治水課及び事業課
同 厚 別 川 同
同 野 津 幌 川 同
同 月 寒 川 同
同 望 月 寒 川 同
同 精 進 川 同
同 千 歳 川 北海道札幌土木現業所事業部治水課及び千歳出張所
同 マ マ チ 川 同
同 新ママチ川 同
同 茂 漁 川 同
同 柏 木 川 同
同 長 都 川 同
同 輪 厚 川 同
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